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　成文憲法規定 A とその解釈実行などで生じた事実 B を例にとると、憲章
変遷の成立には、規定 A がその実効性（成文憲法の規範力・作用力の前提
である、「法の規範的意味が事実行態として実現される可能性」50））を失って
いるその一方で、事実 B が実効性を獲得した状態が必要である。事実 B が
実効性を獲得するには、それが国民の法的確信などによって憲法慣習 B´ と
して成立することが必要となる。この状態では、憲法の解釈規準は実効性
を喪失した規定 A ではなく、実効性を獲得した憲法慣習 B´ に移っている。
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事実の反復や法の前段階たる習律を含む、そして contra legem の実例のみな
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る ICJ の見解にもあるように、この自決権（the right to self-determination）は、
当該規約上の権利にとどまらず、非締約国を含むすべての国を拘束する実定
法上の権利として今では認識されているように思われる。他方で、国連憲章
は、第 1 条及び第 55 条にあるように、そもそも「自決権」を直接規定せず、
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の当該実行の受容（ICJ 規程 38 条）は、時間をかけて徐々に凝固されかつ確
立された」（パラグラフ 142）とする。
　次に ICJ は、適用法の特定にあたり、「自らの役割を脱植民地化の文脈に
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諸義務を含む国際法を顧慮するならば、モーリシャスからのチャゴス諸島の分離に続
いて 1968 年にモーリシャスが独立を付与された際、モーリシャスの脱植民地化プロセ
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のが「学説における主流のアプローチ」であったと評している。See Helen Quane, “The 
United Nations and the Evolving Right to Self-Determination”, International & Comparative 
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もの・確定したものがない




の『国際公法の諸原則』では、第 1 版（1966 年）を見ると、「しばしば大西
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として確立した…植民地独立付与宣言は自決原則を憲章に由来
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する義務の一部
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としてみなした…現在の立場は、自決は法原則であり、国連
の諸機関は、自決原則が議論に上った際に第 2 条 7 項によって議論や決定が
妨げられることを容認してはいないというものである」117）と説明されてい
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483-484.（括弧内及び傍点：筆者）
118）　Ian Brownlie, Principles of Public International Law, 2nd edition (Oxford University Press, 
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　他方、Dupuy と Kerbrat の『国際法』では、植民地独立付与宣言に関する
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国際法の要件論の再構成における基本課題―」『北大法学論集』第 56 巻３号（2005 年）
1039-1091 頁。併せて、同「一般国際法の法源の慣習法概念への限定とその理論的影響





獲得した」との認識を簡単に示すにとどまる。See Ved P. Nanda, “Self-Determination 
under International Law: Validity of Claims to Secede”, Case Western Reserve Journal of 
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て、「総会の法形成権力の問題について強硬派」である Gross を挙げる 162）。
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retrospective rewriting）である」。See Rosalyn Higgins, Problems and Process: International 
Law and How We Use it (Oxford University Press, 1995), p.111.




























Saul は、「自決権は ICJ によって『現代国際法の根本原則の一つ』として同
定されたが、依然として国際法におけるもっとも不確定な規範の一つのまま



































180）　Saul, supra note 115, p. 643. 以下も参照されたい。王「前掲論文」（注 115）14 頁。






























































Higgins は、総会決議 1514 及び決議 1541（XV）という脱植民地化に関する
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ば、憲章第 1 条 2 項において言及された自決は、国連憲章によって創設され












い。See Rosalyn Higgins, Themes and Theories: Selected Essays, Speeches, and Writings in 
International Law (Oxford University Press, 2009), pp. 961-962 ( in “7.15 Self-Determination 
and Secession”).
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は残っている」と述べている。See Karl Doehring, “Self-Determination” in Bruno Simma, 
et al. (eds), The Charter of the United Nations: A Commentary, 2nd edition (Oxford University 
Press, 2002), p. 49.
202）　Oeter, supra note 198, p. 322.
203）　これは、同コメンタリー第 2 版の執筆者である Doehring が、両規約について、「こ
れらの条約上の義務は、それらが国連の機関によって推敲され、そのため、ある意味
では憲章上の任務の実施として理解されうることから、憲章解釈にとって大変重要で
ある」との指摘を行っているのとは対照的といえる。Doehring, supra note 201. p. 53.


















まずは指摘した上で、憲章第 11 章から 13 章における国連の実行の結果と
して、自決が「脱植民地化法の法的基礎となって出現した」と指摘する 207）。


































にも事実上義務を課す場合（第 2 条 6 項）や、権利を付与すること（第 50 条）は想
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章の改正に等しい















改正とは区別されなければならない」。Orakhelashvili, supra note 2, p. 288. 他方で実際
には、ILC の議論の中でむしろ留意されているように、「事後の実行による条約の解
釈と改正との間には境界線の曖昧さがある」ことにも留意しなければならない。See 
























222）　小森「前掲論文（2005 年）」（注 153）1040-1045 頁。
223）　「問題は、実際の国際的な対立においてそれぞれの主張を lex lata または lex ferenda
に分けることは決して明白ではないということである。国連総会決議の位置づけをめ
ぐる見解の対立に見られるように、決議において規則を要求する側は採択された規則
を lex lata と主張するし、それに対立する側は逆にせいぜい lex ferenda としか見ない。
そのような状態では、特定の規則を各国の主張にしたがって lex lata か lex ferenda かに



















　この他、「チャゴス諸島分離」勧告的意見に付された Cançado Trindade 裁
判官及び Robision 裁判官共同宣言においては、「疑いなく、法問題について
の総会の諸決議は、それらが慣習国際法における opinio juris communis が継
続的に発展してきたことを示唆しているという点において規範的な価値を有
する」との認識が示されていた 224）。ここでいわれる opinio juris communis が、


































第 1 条 2 項にせよ、第 55 条・56 条にせよ、それ自体が当初から自決の法的
225）　酒井啓亘他『国際法』（有斐閣、2011 年）144-153, 159-166 頁（濱本正太郎著）。












性を承認している」229）とあるように、国連憲章が第 11 章 230）を設け、その
存在を認めるという規範構造を採用していたのもそのためである 231）。つま
228）　たとえば、（憲章第 1 条 2 項それ自体は）「直接的に人民に適用可能なものではなく、
ある種の政治的規定」であったとの指摘、及びソビエトの反対もあり、自決原則自体
は憲章に挿入されたものの、それが指導原則以上のものとならなかったのは、当時の
植民地保有国の優勢な立場が影響していた点について、See Oeter, supra note 198, pp. 
315, 318-319.





















れた別個の領域とみなされる」。Ulrich Fastenrath, “Article 73” in Bruno Simma et al. (eds), 
The Charter of the United Nations: A Commentary, 3rd edition (Oxford University Press, 2012), 
p. 1830；「憲章は、植民地という用語は使用していないがそれに相当する地域に関して、











縮減する動き―第 2 条 7 項と第 73 条を巡る実行―と連動していたので
ある。
　第 2 条 7 項 234）は、加盟国の内政への国連による干渉をできる限り排除す
るために設けられた規定である。憲章起草過程において、第 1 条 2 項などの
自決に関する規定や植民地に関する第 11 章などを巡り、植民地主義国と反
植民地主義国との間で意見対立があったわけだが、各規定の適用及び実施に








い る。See Final Communiqué of the Asian-African conference of Bandung (24 April 1955), 
D-1(a). See also “Separate Opinion of Judge Cançado Trindade”, “Chagos”, supra note 102 
paras. 46-47.
233）　See e.g. Judge Trindade, supra note 232, p. 14 (footnote. 21); Summers, supra note 155, pp. 
209-211.



















項不干渉の原則（憲章第 2 条 7 項）を楯に、国連諸機関による介入を阻止し
ようとする態度を、憲章の成立過程そして実践過程において、かたくなに取
りつづけて」238）いたのであり、また同様に、「『憲法上の考慮から必要な制限
に従うこと』を認める第 73 条 e（項）」239）も楯として援用していた。たとえ









































243）　Higgins, supra note 171, p. 113.













たように、憲章第 11 章には総会の権限についての言及はないが、第 73 条の
情報提供義務については、たとえば 1949 年の総会決議 334（IX）において、
「情報を送付する義務が存在する地域の列挙について関係加盟国を指導し、
または将来これを指導する諸原則について見解を表明することは、総会の責















め、また 1954 年には、決議 848（XI）により、「政治的情報の送付について
施政国が『最大の協力』をおこなうよう」要請がなされた。総会は、その後
も「この趣旨の決議をくりかえすのであるが、それらに一貫して反対してき





249）　General Assembly Resolution 334 (IV), 2 December 1949, para. 1.（傍点：筆者）
250）　松井「前掲論文」（注 121）210 頁。

































255）　Raič, supra note 116, p. 204.（傍点：筆者）
256）　Ibid, p. 205.（傍点：筆者）
257）　脚注 103 参照。



























261）　松井「前掲論文」（注 121）222-223 頁。See also General Assembly Official Records, A/






































266）　Summers, supra note 155, pp. 209-211.
267）　金『前掲書』（注 104）237 頁。
268）　General Assembly Resolution 2621 (XXV), 12 October 1970, para. 1.
269）　松井「前掲論文」（注 121）246 頁。



























271）　See e.g. Quane, supra note 116, p. 551.
272）　See A/73/10, supra note 6, pp. 20-21, paras. 8-9. 他方で、同結論草案では、設立文書に
関する「事後の実行」が、「組織の実行から生じる」または「組織の実行の中に表され

































いる 275）。1947 年の第 2 回総会でも、施政国の反対を押し切って「非自治地
域情報特別委員会」（1952 年「非自治地域情報委員会」に名称変更）が設置
され、同委員会によって第 73 条に基づき送付された情報の審査及び報告が






















277）　松井「前掲論文」（注 121）192 頁（脚注 29）。
278）　金『前掲書』（注 104）247 頁。
279）　General Assembly Resolution 742 (VIII), 27 November 1953, para. 3 and Annex. 併せて、













年に特別委員会として 6 名委員会（非自治地域施政国 3 名を含む。）を設置
し 281）、1960 年 10 月 3 日、同委員会は、数名の留保はありつつも、非自治地
域の定義に資する 12 原則についてのインド草案に同意した。この 12 原則は
第 4 委員会において議論された後、総会において賛成 69、反対 2、棄権 21
で決議 1541 の附属文書として採択された 282）。
　総会決議 1541 は、憲章起草者が憲章第 11 章を植民形態の地域に適用する
と想定していたこと（第 1 原則）、地理的に施政国から分離し、人種的及び
／又は文化的にそれと区別される地域については、一見明白な（prima facie）
情報送付の義務があること（第 4 原則）、自治達成の基準として 53 年のリス
トと同じ三つのケース（独立・連合・統合）をあげた（第 6 原則）283）。ま
た、独立国家との連合の場合、「国連は、必要と認める場合には、この過程





281）　Summers, supra note 155, p. 215.
282）　Ibid, p. 216.
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し、また多くの国々が、
それは自らの権限を踏み越えた
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と主張した。しかし、他の国々は、憲章は、
様々な出来事に合わせて進化しなければならない生きた文書













　1961 年の第 16 回総会は、決議 1654 において、植民地独立付与宣言の履
行確保のために「植民地独立付与宣言履行特別委員会」を設置したが 287）、
1963 年 12 月に総会は、決議 1970（XVIII）において、非自治地域情報委員
会の解散を決め（パラグラフ 3）、同時に植民地独立付与宣言履行特別委員






284）　Summers, supra note 155, p. 220.（傍点：筆者）
285）　Ibid, p. 221.
286）　松井「前掲論文」（注 121）213 頁。

























たとえば、同小委員会は、1962 年 2 月～ 9 月の間に、25 回の会合を開催し、
289）　Jennings and Watts, supra note 119, p. 292.
290）　家「前掲論文」（注 124）205 頁。
291）　Report of the Special Committee on the Situation with regard to the Implementation of the 
Declaration on the Granting of Independence to Colonial Countries and Peoples (Covering the 
period from 20 February to 19 September 1962), A/5238, Chapter. I, para. 116. 特別委員会は、
その議論において、請願がまずは小委員会により審査され、その後、請願についての
最終的な決定権限を有する特別委員会に報告がなされることなどで合意していた。See 


























　1971 年 5 月、特別委員会はアフリカの植民地地域の民族解放団体代表と
の協議のためにアドホック・グループを派遣したが、現地において二つの
民族解放団体―アンゴラ解放人民運動（MPLA）とモザンビーク解放戦線
292）　Ibid, Chapter. I, para. 119.






























295）　より詳細な情報として、see Report of the Special Mission established by the Special 














いた（第 85 条 1 項）。このように、信託統治地域については、従前に見た
非自治地域とは異なり、「この地域の独立、つまり信託統治協定の終了のプ
ロセスにたいする国連の管轄権の存在は明らか」298）だったわけである。し























いて取り上げる。1961 年の第 16 回総会において、同特別委員会を設置する
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であって、特別委員会は、信託統
治地域及び非自治地域を含むすべての植民地に関する問題の処理全体を委ね
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
られた重要な国連機関の一つ












有するようになり、かつ、「第 73 条 e 項が、『宣言』の実施規定としての地























































































された」。Quane, supra note 115, pp. 553-554.


































Watts, supra note 119, p. 294.
315）　General Assembly Resolution 1970 (XVIII), 16 December 1963, preamble.
316）　非自治地域情報委員会の活動が憲章上の根拠を欠いているという点について、松井
「前掲論文」（注 121）192 頁（脚注 29）。








































る論者はいなかったように思われる 321）。脱植民地化という文脈、第 11 章を
巡る実行と、そこで生じた規範的変容（植民地主義の違法化、第 2 条 7 項・
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いるところの憲法秩序











325）　Hersch Lauterpacht, Private Law Sources and Analogies of International Law (Longmans, 

























Orakhelashvili, supra note 2, p. 520. See also Kadelbach, supra note 12, pp. 89-90.
329）　「ICJ に憲章解釈の終局的権限を与えるという憲章起草時になされた提案は受け入れ
られなかった…したがって、1945 年に予期されたように、すくなくともまずは、各機
関が自己の管轄権を決定しなければならない」（“Certain Expenses of the United Nations”, 
Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1962, p. 168. See also Third report on subsequent agreements 
and subsequent practice in relation to the interpretation of treaties by Georg Nolte, Special 








Nations Law” と い う 用 語 を 用 い て い る。See Oscar Schachter, “United Nations Law”, 
The American Journal of International Law, Vol. 88, No. 1 (1994), pp. 1-23. See also Oscar 
Schachter, “The UN Legal Order: an Overview” in Christopher C. Joyner (ed), The United 






























法の内実及びそれが国際法秩序に与えるインパクトについて、see e.g. Samuel S. Kim, 
“The United Nations, Lawmaking, and World Order” in Richard A. Falk et al. (eds), The United 










































同様に、検討の射程を法源変遷に関わる問題、すなわち contra legem の慣習
に限定するのであれば、《憲章慣習》も contra legem のそれに限定されるこ
とになる。もし、検討射程を当初から法源変遷の問題に限定せず、社会学的
意味での変遷を含む全体として検討対象とするのであれば、《憲章慣習》は













































































































Kadelbach, supra note 12, pp. 71-99.
344）　Orakhelashvili, supra note 2, pp. 318-322.
345）　辞典の定義として、たとえば、「実行または慣習の長期にわたる停止；不使用を通
じた廃退」（Bryan A. Garner (editor in chief), Black’s Law Dictionary, 11th edition (Thomson 
























346）　Jan Wouters and Sten Verhoeven, “Desuetudo” in Max Planck Encyclopedia of Public 
International law (http://opil.ouplaw.com/home/EPIL, accessed on 29 August 2019), para. 1.




にして―」『福岡大学法学論叢』第 56 巻 4 号（2012 年）544 頁。
349）　Robert Kolb, “La Desuetude en Droit International Public”, Revue Générale de Droit 
International Public, vol. 111, no. 3 (2007), pp. 590-598.
350）　Ibid, pp. 591-592. この点、Touscoz も「廃用は、国際法秩序におけるある法規則消滅
のプロセスである」と述べている。See Jean Touscoz, Le Principe d’Effectivité dans l’Ordre 





























351）　Kolb, supra note 349, pp. 592.
352）　Wouters and Verhoeven, supra note 346, para. 2.
353）　Kolb, supra note 349, pp. 593.




























































るプロセス」であるとされる 361）。この Kolb の検討内容を踏まえ、上記（３）
について、長谷川は、「廃用は否定的な慣習の意味において、しかも先に存
359）　同上、570-571 頁。























































ではない。憲章は、自決原則に関する第 1 条 2 項及び第 55・56 条とは別に、
非自治地域と信託統治に関する第 11 章から第 13 章を備えていた。これらの
章は将来的な植民地独立をも含意するものではあっただろうが、施政国の実





されていた 365）。それは、「従属・非自治地域に関する第 11 章の規定は、あ






















たことがわかる。憲章規定との関係でいえば、第 2 条 7 項による裁量の主張
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この権利を尊重する義務を負う」（傍点：筆者）
365）　See e.g. Fastenrath, supra note 231, p. 1832.





































　第 2 に、第 2 条 7 項を楯に主張されていた施政国の裁量・権限が、次第に
縮減していった憲章実例であるが、これは、解釈による規定内容の明確化と
して位置づけられるものと思われる。「一般に、憲章第 2 条 7 項の意義をこ
の文脈における事実上の消滅点にまで毀損する」367）とまで言いうるのであ
れば別であるが、当該事実が（非自治地域の施政国に関する規定には限定さ
れない）第 2 条 7 項の規範的意味の実現可能性を喪失させたという指摘まで


















367）　Jennings and Watts, supra note 119, p. 294.
368）　松井「前掲論文」（注 121）208-210 頁。






























に負っていた」。Fastenrath, supra note 231, p. 1839.
372）　Ibid, p. 1832.




























375）　Jennings and Watts, supra note 119, p. 295.
































379）　Eckart Klein and Stefanie Schmahl, “Article 10” in Bruno Simma et al. (eds), The Charter of 
the United Nations: A Commentary, 3rd edition (Oxford University Press, 2012), pp. 489-490.






















































































権及び自決の原則」が、第 1 条 2 項と合致・調和する形での自決権の存在、
その阻害への否定的法的評価、植民地主義の否定、そして国連への加盟国に
よる支援義務などを規定していたこととも符合しよう。総会は、近年におい
382）　1967 Special Committee on Principles of International Law concerning Friendly Relations 
and Co-operation among States, A/AC.125/SR.69, 4 December 1967, pp. 4-24. See also 



























383）　Rüdiger Wolfrum, “Article 1” in Bruno Simma et al. (eds), The Charter of the United 
Nations: A Commentary, 3rd edition (Oxford University Press, 2012), p. 118.
384）　Tobias Stoll, “Article 55 (a) (b)” and “Article 56” in Bruno Simma et al. (eds), The Charter 





























386）　Emerson, supra notes 154, p. 462.
387）　General Assembly Resolution 2105 (XX), 20 December 1965, para. 4.
388）　General Assembly Resolution 2189 (XXI), 13 December 1966, para. 11.
389）　GA Res. 2105, para. 5 and GA Res. 2189, para. 13.
390）　General Assembly Resolution 2066 (XX), 16 December 1965, paras. 3-4.
391）　General Assembly Resolution 2232 (XXI), 20 December 1966, para. 4, and General 


























392）　Higgins, supra note 171, p. 23.
393）　General Assembly Resolution 1314 (XIII), 12 December 1958, para. 1.
394）　General Assembly Resolution 1803 (XVII), 14 December 1962.
395）　“Case concerning Armed activities on the Territory of Congo (Democratic Republic of the 
Congo v. Uganda)”, Judgment, I.C.J. Reports 2005, para. 244.
396）　強行規範の法的効果については、以下を参照されたい。川﨑恭治「一般国際法の強























自決原則を規定するにとどまる憲章規定に対する praeter legem の慣習として
397）　Fourth report on peremptory norms of general international law (jus cogens) by Dire Tladi, 
Special Rapporteur, A/CN.4/727, 31 January 2019, paras. 108-115.
398）　自決権の強行規範性と対世性を否定的に捉える論者として、たとえば Summers がい





































400）　1960 年には 17 の新独立国が加盟したことで総会の構成が変化し、「自決の即時実現
がより強調された解釈へのシフト」という結果がもたらされたとの指摘について、See 











































































































　本件では、1965 年のチャゴス諸島分離から 1968 年のモーリシャス独立に







































403）　Jan Klabbers, “Shrinking Self-Determination: The Chagos Opinion of the International Court 
of Justice”, ESIL Reflections, Volume 8, Issue 2 (2019), p. 6.
404）　“Case concerning Military and Paramilitary Activities in and against Nicaragua”, Merits, 

















それは、第 2 条 4 項の武力不行使原則に係る義務を、対世的義務と位置づけ
てはいないことからもわかるだろう。この点、「壁」勧告的意見の個別意見











406）　Klabbers, supra note 403, pp. 2-5.
407）　Ibid, pp. 5-8.










































る《憲章変遷》も生じた可能性が含まれている。第 2 条 7 項を楯に主張され
ていた施政国裁量・権限の縮減については、憲章規定の実効性喪失とはみな
せない点、その実例が当該規定に対して contra legem のそれなのか、それと









































































217-235 頁、15 巻 1 号（2016 年）335-373 頁、拙稿「国連安全保障理事会決議による『許可』
の法的位置づけの分析枠組に関する一考察―垂直性と水平性の交錯を手掛りに―」
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